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社会保障制度改革国民会議の議論について 

 

 社会保障制度改革推進法・第2条（基本的な考え方）においては、「社会保障の機能の

充実と給付の重点化及び制度の運営の効率化とを同時に行い、税金や社会保険料を納

付する者の立場に立って、負担の増大を抑制しつつ、持続可能な制度を実現すること」と

規定している。 

また、第 6 条（医療保険制度）においては、「財政基盤の安定化、保険料に係る国民の

負担に関する公平の確保、保険給付の対象となる療養の範囲の適正化等を図ること」とさ

れ、さらに、「今後の高齢者医療制度については、（中略）社会保障制度改革国民会議に

おいて検討し、結論を得ること」としている。 

 しかしながら、4 月 22 日に公表された「国民会議における議論の整理（医療・介護）案」に

よれば、後期高齢者支援金の全面総報酬割導入による国庫補助削減分を国民健康保

険の財源対策に流用する等、短期的な弥縫策などに議論が矮小化され、推進法の趣旨

に沿った持続可能な制度への道筋、すなわち、現役世代が減少するなかで如何に高齢者

医療・介護制度を支えるのかという将来像が示されていない。 

 国民会議には 8月21 日の設置期限が定められており、残された時間は少ない。今後は、

特に下記の点に関する論議をさらに深め、将来にわたって持続可能な制度の実現に向けた

改革の提示につなげるよう切に要望する。 

 

記 

 

 現役世代に過度に依存する制度を見直す方向で議論すべきである。具体的には、今

後も増大する被用者保険の高齢者医療への拠出金負担を軽減するため、高齢者医

療制度への公費投入を拡充する方向でとりまとめるべきである。 

 

 上記負担構造の改革に要する財源としては、消費税の税率引き上げ分を活用、充

当すべきである。併せて、高齢者の負担のあり方の見直しや医療費の重点化・効率化

平成 25 年 5 月 27 日  第 63 回社会保障審議会医療保険部会 委員提出資料 1 



に向けた種々の施策を着実に実行し、保険料負担の増大を抑制することによって、制

度の持続性を図っていくべきである。 

 

 医療費の増加が避けられない中、医療費の効率化を進める保険者の役割はますます

重要になる。今後とも、国民健康保険と被用者保険が共存し、地域と職域、それぞれ

の加入者特性に応じた保険者機能を発揮する制度体系を維持すべきである。 

 


